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弊社マーケットレポート   検索!! 

 

三井住友アセットマネジメント株式会社 

 

【中国の金融政策（2 月） ～約 2 カ月半ぶりに預金準備率を引き下げ～】 

 
平素は弊社をお引き立て賜り、厚く御礼申し上げます。中国人民銀行（中央銀行：以下、人民銀行）が 18

日に発表した預金準備率の引き下げについて、以下のとおり弊社の見方をご報告申し上げます。 

＜ポイント＞ 

● 人民銀行は 24 日から預金準備率を 0.5％引き下げることを決定（引き下げは約 2 カ月半ぶり）しました。 

● 物価上昇への警戒は残るものの、輸出などの伸び悩みを受け、景気支援を優先させたものと思われます。 

● 中国政府や中銀は今後も景気を支援する方針を採り、中国はなお高めの成長ペースを続けそうです。 

  

 

中国政府・中銀は 2011 年夏以降、金融引き締めから景気・物価の様子見へ

方針を転じました。その後は物価上昇ペースの落ち着きが確認され、2011 年 12

月には約 3 年ぶりに預金準備率を引き下げていました（決定は 11 月 30 日）。 

 

人民銀行は 2 月 18 日、預金準備率（銀行が有する預金のうち中央銀行に預ける

べき準備金の比率、引き下げられると銀行が貸出可能な資金量が増加）を 24 日から

0.5％引き下げることを決定しました。引き下げは約 2 カ月半ぶりです。人民銀行

は同準備率の水準を公表していませんが、標準的な大手銀行では 21.0％から

20.5％に下がると見られます。銀行が貸出可能な資金額は約 4,000 億元（約 5 兆円）増える見通しです。 

中国では直近 1 月の消費者物価指数が前年同月比 4.5％上昇と、6 カ月ぶりに上昇ペースが加速していました。し

かし、大幅上昇が見られたのは食品関連に限定されていたほか、こうした物価上昇は春節（旧正月）休暇に伴う季節

的な動向といった側面もあり、現時点では物価の抑制よりも景気支援を優先させたための追加緩和と思われます。 

 

中国の製造業の景況感指数などを見ると、内需関連には持ち直しの兆しもあるものの、欧州をはじめとした外需

関連は伸び悩んでいます。また、生産活動の本格的な拡大に必要な資源や素材、部品関連の需要も伸び悩むなか、

中国政府・中銀は、景気支援の必要性を一段と認識しているものと思われます。中国の成長ペースは当面の間は、

緩やかな鈍化を続けそうです。しかし、その後は現在行っている金融緩和の効果が徐々に表れるほか、一段の景気

支援があることも見込まれます。このため年後半にかけて、成長ペースの鈍化には徐々に歯止めがかかり、再び加

速していくことも予想されます。中国の株式市場は、今後も政策動向や欧米の景気動向を見ながらの展開となりそう

ですが、中長期では中国の成長力や企業業績の評価に伴い、上昇基調に戻りそうです。 

 
 
 

平成 24 年 2 月 20 日

情報提供用資料

１．2011 年 12 月に約 3 年ぶりの預金準備率引き下げ

２．約 2 カ月半ぶりに預金準備率を引き下げ 

（出所）中国人民銀行 
グラフは Bloomberg のデータを基に 
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３．今後の市場見通し 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/1219088_1951.html  

http://www.smam-jp.com/market/report/lastweek/1219076_1971.html 

http://www.smam-jp.com/market/report/lastmonth/1218835_1981.html 

2012 年 02 月 15 日【デイリー No.1,230】最近の指標から見る中国経済（2012 年 1 月） 

2012 年 02 月 13 日【ウィークリー No.193】先週のマーケットの振り返り（2012/2/6-2/10） 

2012 年 02 月 01 日【マンスリー No.41】先月のマーケットの振り返り（2012 年 1 月） 

中国の政策金利と預金準備率
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【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】 

 
●投資信託に係るリスクについて 
投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動もあり

ます。）の影響により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがありま

す。 
運用の結果として投資信託に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資信

託は預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保証するものでもあ

りません。 
  
●投資信託に係る費用について 
ご投資いただくお客様には以下の費用をご負担いただきます。 
◆直接ご負担いただく費用・・・申込手数料 上限 3.675％（税込） 

              ・・・換金（解約）手数料 上限 1.05%（税込） 
             ・・・信託財産留保額 上限 0.5％ 
◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・信託報酬 上限 1.995％（税込） 
◆その他費用・・・監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用（それらに

かかる消費税等相当額を含みます。）、および外国における資産の保管等に要する費用

等が信託財産から支払われます。また、投資信託によっては成功報酬が定められてお

り当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託証券を組み入れる場合には、

お客さまが間接的に支払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、

投資資産の取引費用等が発生します。これらの費用等に関しましては、その時々の取

引内容等により金額が決定し、運用の状況により変化するため、予めその上限額、計

算方法等を具体的には記載できません。 
 
※ なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの

保有期間に応じて異なる等の理由により予め具体的に記載することはできません。 
※ 上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用

の料率につきましては、三井住友アセットマネジメント株式会社が運用するすべての投資信託におけ

る、それぞれの費用の最高の料率を記載しております（当資料作成基準日現在）。投資信託に係るリス

クや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前に投資信託説

明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面等を必ずご覧ください。  
 

三井住友アセットマネジメント株式会社  

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 399 号 

加入協会：社団法人投資信託協会、社団法人日本証券投資顧問業協会 

 

 

 
 


